
今回の日合商解説（vol.78）ではvol.77に引き続き、国土交通省の概算要求から国土政
策局として提出されている重点施策について一部抜粋して解説を行います。国土政策
局は様々な調査・検討を行っており、住生活産業にも密接に関わっています。住宅局
が住宅・建築物の基準とすると国土政策局はまちづくりに繋がる内容が多くあります。
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「新時代に地域力をつなぐ国土」の形成に向けた調査①

産業構造転換による地域の持続可能性の向上に向けた調査②
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新しい生活様式に沿った二地域居住の推進調査

「新時代に地域力をつなぐ国土」の形成に向けた調査①

未曽有の人口減少と少子高齢化の中、新しい国土形成計画の目標である「新時代に地
域力をつなぐ国土」を実現するためには、地域に必要な人材を育成・確保し、地域力
を強化する必要があります。特に過疎地域などでは、人材不足が深刻で集落の機能の
低下が見られます。そのため、外部人材と協力し、地域の力を維持・向上させるため
の連携が重要です。
そこで、過疎地域などの集落状況を調査し、現在の集落機能や地域人材に関する状

況と問題を把握します。その情報を元に、関係者と連携・協力して地域づくりの拡大

④ 防災・減災への機動的な対応

に向けた地方公共団
体向けの資料集を作
成し、同時に、「デ
ジタルとリアルが融
合した地域生活圏の
形成」に関わる若い
世代向けの啓発資料
も作成する。さらに、
官民連携協議会など
で情報を共有し、地
方公共団体が地域の
力を向上させるため
の活動が促進されま
す。



産業構造転換による地域の持続可能性の向上に向けた調査②

地域の生活圏を作るため
には、地域内での働く場
所の確保が必要です。そ
のため、産業構造転換に
際しては地域における魅
力ある雇用や、地域内の
経済循環につなげること
が重要です。
本調査では、成⾧産業

の立地を地域の雇用と経
済の活性に繋げるため、
官民連携を通じた新しい
産業誘致策を検討し、関
係主体に必要な措置を提
案し、地域の持続可能性
を向上させることを目的
としています。

新しい生活様式に沿った二地域居住の推進調査③

・二地域居住等は、地方創生や関係人口の拡大、東京一極集中の是正に貢献するもの
です。テレワークの普及等により、ライフスタイルが多様化し、二地域居住等をはじ
めとした場所にとらわれない働き方、暮らし方が広がりつつあります。

・二地域居住等を更に推進するため、先導的な二地域居住等の取組の実証調査を行う
とともに、有識者会議において施策について詳しく検討し、調査結果や検討結果を地
方自治体や民間企業などに共有して広める取り組みが行われます。

二地域居住はストック
ビジネスにおいても非
常に重要な立ち位置に
あります。
余っているストックを
有効活用する為には調
査及び検討を重ねてい
くことが求められます。



■防災減災対策等強化事業推進費
気候変動の影響等により豪雨等の自然災害が激甚化・頻発化している状況
を踏まえ、より一層国民の安全・安心の確保を図るため、年度途中に緊急
的かつ機動的に予算を配分し、災害対策事業等を実施するなど防災・減災
対策等が強化されます。

災害対策事業

・災害を受けた地域等における再度災害防止のために防災機能の強化・向
上を行う対策

↑(例)被災した護岸を災害復旧事業による原型復旧にあわせて、推進費に
よりかさ上げを実施。

※「盛土による災害防止に向けた総点検を踏まえた対応」についても推進
費の活用が可能

公共交通安全対策事業

・重大な事故が発生した箇所等における事故の再発防止を行う対策

(例)園児の移動経路（交差点）において発生した死傷事故を受けて、緊急
点検の結果、危険箇所に防護柵等を設置。

事前防災対策事業

・地域等の課題が解決された箇所、新たな課題が確認され追加対策を必要
とする箇所等において、事業推進により早期に防災・減災効果を発揮する
ための対策

(例)前年度からの継続していた協議がまとまり用地が取得できたため、推
進費により堤防強化等の洪水対策を実施。

防災・減災への機動的な対応④


